北東アジア研究交流ネットワーク（NEASE-Net）
第11回フオーラム＆国際シンポジウム
コミュニケ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 2016年10月1日
                                       桜美林大学四谷キャンパス会議場
  今回のフオーラムのテーマは「激変する世界情勢と北東アジア戦略の再構築」で、10月1日（土）に桜美林大学四谷キャンパス会議場で北東アジア研究交流ネットワーク主催、桜美林大学北東アジア総合研究所共催、一般社団法人 東京倶楽部の助成を受けて行われた。
　まず川西重忠桜美林大学北東アジア総合研究所長の司会のもとで、開会挨拶を北東アジア研究交流ネットワーク代表幹事谷口誠氏と桜美林大学総長佐藤東洋士氏が行った。
第１部では、「北東アジア戦略の再構築　－"未来"の中にしか解決の道は見つからない－」と題してアジア平和貢献センター理事長西原春夫氏、「 中国の北東アジア政策」－中国大使館薛剣公使参事官、『中国・ASEAN：アジア国際生産ネットワークの新機軸と「西方拡大」－北東アジアは如何に新興アジアに向き合うか－』－福井県立大学唱新教授が基調講演を行った。
  第2部パネルディスカッションは、大阪経済法科大学アジア太平洋研究センター小牧輝夫客員教授の司会のもとに行われた。
  第１セッション「経済」では、凌星光日中科学技術文化センター理事長がモデレーターを務め、吉田進NEASE-Net副代表幹事が問題提起を行い、帝京大学李燦雨講師、富山県新世紀産業機構環日本海経済交流センター藤野文晤センター長が報告を行った。
　第２セッション「エネルギー・環境、物流、金融」では、北京外国語大学杉本勝則客員教授のモデレーターのもとで、日本ビジネスインテリジェンス協会中川十郎会長が問題提起を行い、田中弘環境ビジネス開発イニシアティブ代表 、三橋郁雄NPO北東アジア輸送回廊ネットワーク副会長、石田護 吉林大学中日経済共同研究中心研究員が報告を行った。
　総合セッション：「激変する世界情勢と北東アジア戦略の再構築－各地域及び研究機関の動向と提案－」は、ラウンドテーブル方式（NEASE-Net関係研究機関）で行われた。司会は千葉康弘NEASE-Net副代表幹事と佐渡友哲日本大学教授で、基調報告を姜龍範天津外国語大学教授・東北アジア研究センター長が行った。引き続き岡洋樹東北大学東北アジア研究センター長、新井洋史環日本海経済研究所調査部長、杉山正樹北陸環日本海経済交流促進協議会理事・経済交流部長、藤野文晤富山県新世紀産業機構環日本海経済交流センター長、川西重忠桜美林大学北東アジア総合研究所長、渋谷祐早稲田大学資源戦略研究所招聘研究員が報告した。また京都大学東アジア研究センター、島根県立大学北東アジア地域研究センターと北海学園大学北東アジア研究交流センターから資料提供があった。
　総括コメントは藤本和貴夫大阪経済法科大学学長、NEASE-Net顧問が行った。
第３部クロージングの部ではコミュニケ発表を吉田進NEASE-Net副代表幹事が行い、閉会の辞を岡洋樹NEASE-Net副代表幹事が述べた。
 
  参加者一同は、種々異なった見解を持ちながらも、下記の点で共通認識を持つにいたった。
１．2015年から2016年にかけて世界に大きな変化が起こった。ロシアのクリミヤ半島併合をめぐる米英のロシア制裁、シリア内戦拡大による難民の増加、その救済をめぐる紛争、ISの勢力拡大、フランス、ベルギーなどにおける一連のテロ事件、イギリスのEUからの脱退、アメリカにおける大統領選挙をめぐるトランプ対クリントンの選挙戦、金利上昇機運の高まり、TPPをめぐる論争などがその流れである。残念ながら世界経済成長への否定的な要素が多くを占めている。しかしその中で、歴史認識を基礎として未来を予測し、歴史の本流は何かを見極めなければならない。
 
２．アジア経済は世界経済の牽引力である。アジア諸国のインフラ需要に対応するため、中国が中心となったアジア・インフラ投資銀行(AIIB)、シルクロード基金が動き始めた。
  また中国が提唱した一帯一路・シルクロード政策は、ロシア、モンゴルのユ-ラシア政策に合致し、更にドイツをはじめとするEUの対東アジア政策と結合しうる政策である。今後のアジア地域協力の重要な柱となる。
 ASEAN経済共同体が2015年末に結成された。この1年間の動きを見るとASEAN+3　とASEAN+6（RCEP）はASEANの動きに伴走させられてきた。
  このような変化に対応し、日本はAIIB参加、日中韓FTA早期締結、北東アジア開発銀行の設立などを含む近隣諸国との平和・親善と協力を推し進める外交政策を優先すべきである。
　
３．北朝鮮の第5回核実験以降、国連を中心に北朝鮮に対する制裁が連続して強化された。
ここ数年来北朝鮮に対する米韓軍事演習が毎年繰り返されている。圧力を加えようとする米韓のシナリオに対して北朝鮮は、核兵器とミサイル開発で対抗してきた。しかし、北朝鮮が最終的に求めているのはアメリカとの平和条約の締結である。
中国は6者会談を提案しており、中国が北朝鮮の無条件参加を承認している。しかし国際学術会議「北東アジア協力対話」(2016.6.22.米・中 研究機関主催)で北朝鮮代表は「6か国協議は死んだ」との発言もしている。　問題はアメリカが、再開の前提条件として北朝鮮の核開発放棄を主張していることにある。
現状のまま事態が進むと、双方の主張は平行線をたどり、軍事的衝突になる可能性大である。現時点で平和の方向への転換が望まれる。
４．拉致被害家族が心配しているのは、安倍政権が北朝鮮の核開発の問題に集中しすぎ、拉致被害者の帰国問題を置き去りにしているのではないかという事だ。これは重要な指摘で、日本と北朝鮮の対話の場は現在6カ国協議以外に、拉致問題しかない。日米韓を除き、世界のほとんどすべての国は北朝鮮と国交を持っている。日本も今こそ日朝平壤宣言（2002.9.17）に立ち戻り交渉を再開すべきである。
 
５．北東アジア各国は、エネルギー・資源開発、環境、運輸、観光分野で地政学的に繋っている。互恵関係を深め、各国の発展戦略の融合を促進する。
  日本、中国と韓国は多かれ少なかれ、ロシアの天然ガス、石油、石炭の供給に依存し、機械・設備、食糧・消費物資を供給し、貿易・経済協力を通じた相互信頼関係が構築されつつある。ロシアは、先行発展地域、経済特区、自由港の設置という制度改革・市場開放に取り組みはじめた。日本はこの新しい動きを大切にし、ロシア極東に本格的に進出し、図們江地域の開発、ザルビノ港の拡張に協力すべきである。
　またアジアスマートグリッド構想が東アジア共同体につながる可能性についても注目すべきである。北東アジア各国で、エネルギー節約、排出権取引制度の相互活用、再生可能エネルギー開発、新しいエネルギー源：太陽光、太陽熱、地熱、風力の導入とナノ先進技術の活用で協力を拡大すべきであろう。
６．日本海に面した日本の各地方は、対岸の中国大陸、朝鮮半島、ロシア極東とモンゴルに繋がる地政学的優位性を持っている。日本海は北東アジア地域のために一層活用されるべきである。戦後太平洋に依存しすぎた日本を対岸諸国と地域的にも、政治・経済的にもバランスのとれた形にすべく努力をしてきたが、いまだに後れを取っている。
  第10回フオーラムでは、東京を始点、終点とする構想からの脱却をめざした提案をした。
 それを補強すると
(1)日本海沿岸都市の連携を一層強化する。
(2)日本海軸の再検討を進め、国土開発計画の中に取り入れる。
  その中には日本海新幹線の建設、日米航路・北極海航路を前提とした日本海拠点港の建設、北東アジア諸国との海路、航空路の充実・強化、観光の拡大、相手国港湾、鉄道建設への協力と参加、貿易・投資の拡大、知的協力、人的協力を含む。
(3)日ロ平和条約の締結は、日ロ経済協力を新しい段階に導き、日本経済、とりわけ北海道の経済活性化にも大きく寄与するであろう。
　以上の提案は、今日の情勢下でもより一層重要となっている。
第11回フオーラム＆国際シムポジウムは成功裡に閉幕した。北東アジア研   究交流ネットワーク（NEASE-Net）は、新しい10年を迎えるに当たり、以上の内容を日本のアジア政策に生かせるように積極的に政策提言を行い、行動するネットワークとしてアジア経済の発展、アジアの平和と安定に向け最大の貢献をしたい。またより多くの人々とこの指針を共有できるよう努めていきたい。
（了）
